
経済産業省・中小企業庁はこのほど「中小企業ＢＣＰ（事業継続計画）策定運用指針」を、同庁ＨＰ上

に公開した。

同指針は、近年、地震、台風、集中豪雨等の自然災害が多発し、多くの中小企業が直接間接の被害を受

けるなど、被災地の地域経済に大きな打撃を与えていることから、災害に対する有効な事前対策として、

中小企業におけるＢＣＰ（Business Continuity Plan＝事業継続計画）の普及浸透が必要であるとして策定

されたもので、中小企業者自らが自社ＢＣＰを自力で策定できるものとなっている。

また、同指針は、基本、中級、上級の３コースが設定されており、最も簡易な「基本コース」の場合、

用意されたシートの空欄を埋めれば自社ＢＣＰを策定することができ、「中級コース」は、さらに理論を学

びつつＢＣＰを確立するコースである。さらに、「上級コース」については、ＢＣＰを策定・運用済みの複

数の企業が連携して共同で策定するものと位置づけられ、「サプライチェーンを形成する企業群」「同業者

の協同組合」「地域的な協同組合」での対応が効果的とされている。

■BCPとは
Business Continuity Plan（事業継続計画）の略称。自然災害、大災害、テロ攻撃等の緊急事態に備える、

企業のリスクマネジメントの新手法である。ＢＣＰは欧米においてノウハウが発達し普及しているが、日

本ではまだ一部の大企業が策定しているのみ。

■ＢＣＰの特徴
優先して継続し復旧すべき「中核事業」とその他事業を予め峻別する点、取引先との関係等を勘案し

「復旧目標時間」を厳密に設定する点、「ＢＣＰサイクル」を運用し社内浸透と継続的見直しを図る点等が、

従来の防災計画と異なるＢＣＰの主な特徴である。

■なぜ中小企業にBCP
災害等により中小企業の事業中断が広範かつ長期に及べば、地域経済に大きな打撃となる。このため災

害発生後の政府の中小企業対策は既に相当充実しているが、災害発生前の対策には限界があり、そこで、

中小企業自らBCPを策定することが望まれる。

■中小企業BCP策定運用指針の公開
多忙な中小企業者が、過度な負担なく自社BCPを自力で策定できるよう、中小企業庁はこのほどＨＰ上

に「中小企業BCP策定運用指針」を公開した。

利用は無料。ＵＲＬは、http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/

■中小企業BCP策定運用指針の内容
中小企業の余力に応じて、基本、中級、上級の３コースを設定。最も簡易な基本コースの場合、用意さ

れたシートの空欄を埋めれば自社のBCPが策定できる。アウトプットは、「Ａ社０６年度事業継続計画書」

という数十ページの文書となる。

■中小企業BCP策定運用指針の普及
全国の地方自治体、中小企業団体、金融機関等と連携し指針の普及を図る。また、中小企業が自社BCP

に基づき防災投資をする場合の資金を優遇金利で融資する。

■問い合わせ先
経済産業省　中小企業庁経営安定対策室　℡. ０３－３５０１－０４５９
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■連携リーダー■

【
青
年
中
央
会
の
沿
革
】

千
葉
県
中
小
企
業
団
体
青
年
中
央
会

は
、
昭
和
51
年
に
次
世
代
を
担
う
青
年
経

営
者
の
育
成
と
会
員
の
相
互
研
鑽
を
図
る

目
的
で
、
千
葉
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会

の
青
年
部
と
し
て
結
成
さ
れ
た
。
昭
和
62

年
に
は
組
織
の
充
実
強
化
と
自
主
的
な
運

営
を
図
る
た
め
に
青
年
中
央
会
へ
と
改

組
。
今
年
で
創
立
30
年
に
な
る
。
現
在
の

会
員
は
48
グ
ル
ー
プ
、
約
１
０
０
０
社
で

構
成
さ
れ
て
い
る
。

青
年
中
央
会
に
は
県
下
全
域
の
多
く
の

業
種
の
青
年
部
が
加
入
し
て
お
り
、
会
員

相
互
の
交
流
、
連
携
を
通
じ
て
異
業
種
交

流
や
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
拡
大
の
場
を
提

供
し
て
い
る
。
ま
た
、
各
種
講
習
会
・
研

修
会
を
実
施
し
、
各
青
年
部
の
育
成
強
化

を
図
っ
て
、
本
会
の
坂
戸
誠
一
会
長
（
千

葉
鉄
工
業
団
地
（
協
）
理
事
長
）
を
始
め
、

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
富
ん
だ
多
く
の
人
材

を
輩
出
し
て
き
た
。

【
組
合
の
概
要
と
高
橋
氏
の
横
顔
】

高
橋
功
氏
は
（
協
）
船
橋
ト
ラ
ッ
ク
セ

ン
タ
ー
青
年
部
の
副
部
長
で
、
千
葉
県
中

小
企
業
団
体
青
年
中
央
会
の
代
表
幹
事
。

（
協
）
船
橋
ト
ラ
ッ
ク
セ
ン
タ
ー
は
昭

和
38
年
に
当
時
の
千
葉
県
貨
物
自
動
車
協

会
船
橋
ト
ラ
ッ
ク
部
会
が
中
心
と
な
っ

て
、
船
橋
市
、
習
志
野
市
、
市
川
市
、
八

千
代
町
、
鎌
ケ
谷
町
の
33
事
業
者
が
、
組

合
員
の
取
り
扱
う
貨
物
の
共
同
受
注
や
自

動
車
燃
料
等
の
共
同
購
買
を
主
た
る
事
業

目
的
に
設
立
さ
れ
た
。

こ
の
地
域
は
、
京
葉
臨
海
工
業
地
帯
を

は
じ
め
多
く
の
産
業
に
囲
ま
れ
て
お
り
、

千
葉
港
、
成
田
空
港
に
も
近
い
た
め
、
組

合
は
こ
の
地
域
特
性
を
生
か
し
て
多
様
な

輸
送
形
態
を
築
い
て
き
た
。

高
橋
さ
ん
は
、
昭
和
34
年
10
月
東
京
生

ま
れ
。
大
学
を
卒
業
し
て
非
破
壊
検
査
の

会
社
で
14
年
間
エ
ン
ジ
ニ
ア
生
活
の
後
、

お
父
さ
ん
が
創
業
し
た
共
同
通
運
譁
に
入

社
。
現
在
は
取
締
役
副
社
長
と
し
て
、
本

社
営
業
管
理
部
門
を
取
り
仕
切
っ
て
い

る
。
共
同
通
運
の
事
業
は
、
食
料
品
・
雑

貨
、
工
業
原
料
・
工
業
製
品
の
輸
送
、
車

両
の
車
検
、
整
備
等
を
行
な
っ
て
お
り
、

現
在
車
両
90
台
を
保
有
し
て
い
る
。

高
橋
さ
ん
は
常
に
新
し
い
こ
と
に
挑
戦

し
て
い
く
姿
勢
を
貫
い
て
い
る
そ
う
だ
。

千
葉
県
中
小
企
業
団
体
青
年
中
央
会

代
表
幹
事

高
　
橋
　
　
　
功

■千葉県中小企業団体青年中央会

所 在 地　千葉市中央区千葉港4-2
千葉県中小企業団体中央会内

代 表 者　高橋　功
会 員 数　48グループ

■（協）船橋トラックセンター

所 在 地　船橋市港湊町3-11-2
シーサイドフォレスト201

代 表 者　根岸　俊夫
会 員 数　32（出資金172万円）

組合の田中事務局長（左）と高橋青年部副部長

可
能
性
の
あ
る
と
こ
ろ
に
蓋
を
し
な
い

で
、
自
分
で
や
っ
て
み
る
こ
と
が
身
上
。

４
年
前
に
青
年
中
央
会
の
代
表
幹
事
を
引

き
受
け
た
の
も
そ
ん
な
気
持
か
ら
だ
そ
う

だ
。愛

読
書
を
お
伺
い
し
た
と
こ
ろ
、
今
は

特
に
な
い
が
、
以
前
は
井
上
靖
の
中
国
史

記
も
の
を
結
構
読
ん
で
い
た
そ
う
だ
。
趣

味
は
ご
自
分
で
は
万
年
初
心
者
と
い
う
ゴ

ル
フ
。
ご
家
族
は
奥
様
と
高
３
と
中
２
の

お
嬢
さ
ん
と
中
３
の
ご
長
男
で
佐
倉
市
に

在
住
。

■ご　案　内■

中小企業BCP策定運用指針を公開

組合事務局のある
マンション

青年中央会千葉県大会
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